
平成２９年第１回甲賀広域行政組合議会定例会 議決結果 

 

議案番号 件  名 議決年月日 議決結果 

議案第１号 

個人情報の保護に関する法律及び行政手続

における特定の個人を識別するための番号

の利用等に関する法律の一部を改正する法

律の施行に伴う関係条例の整理に関する条

例の制定について 

平成 29年 3月 27日 原案可決 

議案第２号 
甲賀広域行政組合職員の給与に関する条例

の一部を改正する条例の制定について 
平成 29年 3月 27日 原案可決 

議案第３号 
甲賀広域行政組合火災予防条例の一部を改

正する条例の制定について 
平成 29年 3月 27日 原案可決 

議案第４号 
平成２８年度甲賀広域行政組合一般会計補

正予算（第４号） 
平成 29年 3月 27日 原案可決 

議案第５号 
平成２９年度甲賀広域行政組合一般会計予

算 
平成 29年 3月 27日 原案可決 

議案第６号 相互救済事業の委託について 平成 29年 3月 27日 原案可決 
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議案第 １ 号 

 

 

個人情報の保護に関する法律及び行政手続における特定の個人を識別

するための番号の利用等に関する法律の一部を改正する法律の施行に

伴う関係条例の整理に関する条例の制定について 

 

 

個人情報の保護に関する法律及び行政手続における特定の個人を識別するた

めの番号の利用等に関する法律の一部を改正する法律の施行に伴う関係条例の

整理に関する条例を別紙のとおり制定することについて、地方自治法第９６条

第１項第１号の規定により、議会の議決を求める。 

 

 

平成２９年３月２７日 提出 

 

甲賀広域行政組合管理者   岩 永 裕 貴 

 

  平成２９年３月２７日 原案可決 

 

      甲賀広域行政組合議会議長  白 坂 萬 里 子 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

提案理由 

番号法（マイナンバー法）の改正に伴い、甲賀広域行政組合個人情報保護条

例において、条ずれ対応、準用規定の整備等が必要となったため、所要の改正

を行うもの。 
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個人情報の保護に関する法律及び行政手続における特定の個人を識別するた

めの番号の利用等に関する法律の一部を改正する法律の施行に伴う関係条例

の整理に関する条例 

 

（甲賀広域行政組合個人情報保護条例の一部改正） 

第１条 甲賀広域行政組合個人情報保護条例（平成19年甲賀広域行政組合条例第９号）の

一部を次のように改正する。 

第25条第１項第１号中「第28条」を「第29条」に改める。 

（甲賀広域行政組合個人情報保護条例の一部を改正する条例の一部改正） 

第２条 甲賀広域行政組合個人情報保護条例の一部を改正する条例（平成27年甲賀広域行

政組合条例第５号）の一部を次のように改正する。 

第２条中第９号を第12号とし、第８号の次に次の３号を加える改正規定のうち同条第

10号中「第２項」の次に「（これらの規定を番号法第26条において準用する場合を含

む。）」を加える。 

第29条第２項を改め、同条に次の１項を加える改正規定のうち同条第３項中「又は」

を「若しくは」に改め、「情報提供者」の次に「又は同条第８号に規定する条例事務関

係情報照会者若しくは条例事務関係情報提供者」を加える。 

附 則 

この条例は、公布の日から施行する。ただし、第１条の規定は、平成29年５月30日から

施行する。 
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議案第 ２ 号 

 

 

甲賀広域行政組合職員の給与に関する条例の一部を改正する条例の制

定について 

 

 

甲賀広域行政組合職員の給与に関する条例の一部を改正する条例を別紙のと

おり制定することについて、地方自治法第９６条第１項第１号の規定により、

議会の議決を求める。 

 

 

平成２９年３月２７日 提出 

 

甲賀広域行政組合管理者   岩 永 裕 貴 

 

平成２９年３月２７日 原案可決 

 

      甲賀広域行政組合議会議長  白 坂 萬 里 子 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

提案理由 

遠隔地に派遣する職員に対し支給する地域手当の支給割合の上限を国に準

拠し、定めるもの。 



2 

 

 

 

甲賀広域行政組合職員の給与に関する条例の一部を改正する条例 

 

甲賀広域行政組合職員の給与に関する条例（昭和48年甲賀郡行政事務組合条例第19号）

の一部を次のように改正する。 

第17条に次の１項を加える。 

３ 規則で定める地域に在勤する職員に係る地域手当の額は、前項の規定にかかわらず、

その職員の受ける給料及び扶養手当の合計月額の100分の20を超えない範囲内で規則で定

める支給割合を乗じて得た額とする。 

附 則 

この条例は、平成29年４月１日から施行する。 
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議案第 ３ 号 

 

 

甲賀広域行政組合火災予防条例の一部を改正する条例の制定について 

 

 

甲賀広域行政組合火災予防条例の一部を改正する条例を別紙のとおり制定す

ることについて、地方自治法第９６条第１項第１号の規定により、議会の議決

を求める。 

 

 

平成２９年３月２７日 提出 

 

甲賀広域行政組合管理者   岩 永 裕 貴 

 

平成２９年３月２７日 原案可決 

 

      甲賀広域行政組合議会議長  白 坂 萬 里 子 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

提案理由 

消防庁が発出した「違反対象物に係る公表制度の実施について (平成 25 年

12月 19日付け消防予防第 484号) 」に基づき、甲賀市・湖南市内の重大な消

防法令違反のある建物を公表する制度を設けるもの。 
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   甲賀広域行政組合火災予防条例の一部を改正する条例 

 

 甲賀広域行政組合火災予防条例（昭和 48 年甲賀郡行政事務組合条例第 37 号）の一部を次

のように改正する。 

 第 47条の次に次の１条を加える。 

 （防火対象物の違反状況の公表） 

第 47条の２ 消防長は、防火対象物を利用しようとする者の防火安全性の判断に資するため、 

当該防火対象物の消防用設備等の状況が、法、令又はこれに基づく命令の規定に違反する 

場合は、その旨を公表することができる。 

２ 消防長は、前項の規定による公表をしようとするときは、当該防火対象物の関係者にそ 

の旨を通知するものとする。 

   附 則 

 この条例は、平成 30年４月１日から施行する。 



－ 1 － 

議 案 第 ４ 号 

 

平成２８年度 甲賀広域行政組合一般会計補正予算 （ 第４号 ） 

 

 平成２８年度甲賀広域行政組合の一般会計補正予算（第４号）は、次に定めるところによる。 

 

 （歳入歳出予算の補正） 

第１条 既定の歳入歳出予算の総額から歳入歳出それぞれ ３１，７３８千円を減額し、歳入歳出予算の総額

を歳入歳出それぞれ ３,６９４,６９４千円とする。 

２ 歳入歳出予算の補正の款項の区分及び当該区分ごとの金額並びに補正後の歳入歳出予算の金額は、「第１

表 歳入歳出予算補正」による。 

 （地方債の補正） 

第２条 地方債の変更は、「第２表 地方債補正」による。 

 

 

 

 

                平成２９年 ３月２７日  提 出 

                     甲賀広域行政組合管理者   岩 永 裕 貴 

 

                平成２９年 ３月２７日  原案可決 

                     甲賀広域行政組合議会議長  白 坂 萬 里 子 



　歳　入

1. 分 担 金 及 び 負 担 金 2,904,736 千円 △51,692 千円 2,853,044 千円

1. 負 担 金 2,904,736 △51,692 2,853,044

2. 使 用 料 及 び 手 数 料 399,188 19,150 418,338

2. 手 数 料 397,738 19,150 416,888

4. 諸 収 入 25,098 1,004 26,102

2. 雑 入 25,068 1,004 26,072

5. 組 合 債 337,200 △200 337,000

1. 組 合 債 337,200 △200 337,000

60,210 60,210

3,726,432 △31,738 3,694,694

補 正 さ れ な か っ た 款 に 係 る 額

 歳　　　　　　入　　　　　　合　　　　　　計 

補 正 前 の 額
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補　　正　　額 計款 項

第１表　歳入歳出予算補正



3. 衛 生 費 1,114,847 千円 △25,064 千円 1,089,783 千円

1. 清 掃 費 1,114,847 △25,064 1,089,783

4. 消 防 費 2,049,520 △6,674 2,042,846

1. 消 防 費 2,049,520 △6,674 2,042,846

562,065 562,065

3,726,432 △31,738 3,694,694
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　歳　出

補　　正　　額 計款 項 補 正 前 の 額

補 正 さ れ な か っ た 款 に 係 る 額

 歳　　　　　　出　　　　　　合　　　　　　計 



変　　更

限度額
起債の
方  法

利 率 償還の方法 限度額
起債の
方  法

利 率 償還の方法

千円 　年 　％ 千円 　年　 ％

し尿処理施設 11,400 普通貸借 4.0% 　政府資金については、その融資条 11,200 普通貸借 4.0% 　政府資金については、その融資条

整　備　事　業 (証書借入) 以内 件により、銀行その他の場合には、 (証書借入) 以内 件により、銀行その他の場合には、

（ただし、利率見直し方 その債権者との協定するものによる。 （ただし、利率見直し方 その債権者との協定するものによる。

式で借り入れる政府資金 ただし、組合財政の都合により据置 式で借り入れる政府資金 ただし、組合財政の都合により据置

について、利率の見直し 期間及び償還期限を短縮し又は繰上 について、利率の見直し 期間及び償還期限を短縮し又は繰上

を行った後においては、 償還若しくは低利に借換えすること を行った後においては、 償還若しくは低利に借換えすること

当該見直し後の利率） ができる。 当該見直し後の利率） ができる。

第 ２ 表　地 方 債 補 正

補　　　　正　　　　前

起債の目的

補　　　　正　　　　後
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（歳　　入） （単位：千円）

1. 分 担 金 及 び 負 担 金 2,904,736 △51,692 2,853,044

2. 使 用 料 及 び 手 数 料 399,188 19,150 418,338

3. 繰 越 金 58,020 0 58,020

4. 諸 収 入 25,098 1,004 26,102

5. 組 合 債 337,200 △200 337,000

6. 財 産 収 入 2,190 0 2,190

3,726,432 △31,738 3,694,694
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歳 入 歳 出 補 正 予 算 事 項 別 明 細 書

款 計補正前の額 補　正　額

１.　総　　括

歳　　入　　合　　計



（歳　　出） （単位：千円）

1. 議 会 費 692 0 692

2. 総 務 費 98,345 0 98,345

3. 衛 生 費 1,114,847 △25,064 1,089,783 △200 15,850 △40,714

4. 消 防 費 2,049,520 △6,674 2,042,846 3,950 △10,624

5. 公 債 費 460,028 0 460,028

6. 予 備 費 3,000 0 3,000

3,726,432 △31,738 3,694,694 △200 19,800 △51,338

国県支出金 地方債 その他

歳　　出　　合　　計
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補正前の額 補　正　額

補 正 額 の 財 源 内 訳

款 計 特　　定　　財　　源
一般財源



(款) 1.　分担金及び負担金 (項) 1.　負担金 （単位：千円）

 4. 清掃関係負担 718,079 △40,714 677,365  1. 清掃関係負 △40,714

金 担金

 6. 消防関係負担 1,832,953 △10,978 1,821,975  1. 消防関係負 △10,978

金 担金

2,904,736 △51,692 2,853,044

(款) 2.　使用料及び手数料 (項) 2.　手数料

 1. 清掃手数料 391,738 15,850 407,588  1. 清掃手数料 15,850 ごみ処分手数料（現年度分）

 2. 消防手数料 6,000 3,300 9,300  1. 消防手数料 3,300 申請・証明手数料

397,738 19,150 416,888

(款) 4.　諸収入 (項) 2.　雑入

 1. 雑入 25,068 1,004 26,072  1. 雑入 1,004 車両関係保険金 354

県防災航空隊派遣職員助成金 650

25,068 1,004 26,072

(款) 5.　組合債 (項) 1.　組合債

 1. 衛生債 11,400 △200 11,200  1. 衛生債 △200 井戸改修

337,200 △200 337,000計

計
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補　正　額 計
節

金　　額

計

計

区　　分
目

2.  歳　入

補正前の額 説　　                  明



(款) 3.　衛生費 (項) 1.　清掃費 （単位：千円）

 2. し尿処理費 137,038 △7,399 129,639 △200 △7,199 11. 需用費 △3,814 薬剤費

14. 使用料及び △1,608 し尿収集車流量計賃借料

賃借料

15. 工事請負費 △1,977 前処理設備整備工事 △96

汚泥処理設備整備工事 △317

井戸改修工事 △1,564

 3. ごみ処理費 563,155 △17,665 545,490 15,850 △33,515 11. 需用費 △14,516 薬剤費

12. 役務費 △3,149 焼却灰処分手数料

1,114,847 △25,064 1,089,783 △200 15,850 △40,714

(款) 4.　消防費 (項) 1.　消防費

 1. 常備消防費 1,561,833 △4,074 1,557,759 3,950 △8,024  9. 旅費 △1,000 特別旅費

12. 役務費 △800 消防通信運搬費

13. 委託料 △1,000 職員健康診断委託

14. 使用料及び △947 パソコン賃借料

賃借料

19. 負担金補助 △327 学校関係負担金

及び交付金

 2. 消防施設費 487,687 △2,600 485,087 △2,600 15. 工事請負費 △2,600 アナログ無線撤去工事 △1,898

電気温水器取替工事 △238

湖南中央消防署防水工事 △464

2,049,520 △6,674 2,042,846 3,950 △10,624

計

計
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3.  歳　出

区　　分
説　　   明補　正　額 計

補 正 額 の 財 源 内 訳

特　定　財　源
一般財源

目 補正前の額
金   額

国県支出金 地方債 その他

節



(単位：千円)

当該年度中起債見込額 当該年度中元金償還見込額

　普 通 債 2,856,817 2,654,767 337,000 433,767 2,558,000

　　(1)　衛 生 1,773,505 1,581,482 11,200 267,541 1,325,141

　　(2)　消 防 1,083,312 1,073,285 325,800 166,226 1,232,859

　合　　計 2,856,817 2,654,767 337,000 433,767 2,558,000

前々年度末現在高区　　分

- 10 -

- 9 -

地方債の前々年度末における現在高並びに前年度末及び当該年度末における現在高の見込みに関する調書

当該年度末現在高見込額
当該年度中増減見込み

前年度末現在高見込額



－１－ 

議案第 ５ 号 

平成２９年度 甲賀広域行政組合一般会計予算 

 

平成２９年度甲賀広域行政組合の一般会計の予算は、次に定めるところによる。 

 

（歳入歳出予算） 

第１条 歳入歳出予算の総額は、歳入歳出それぞれ ３,６２２,８８９千円と定める。 

２ 歳入歳出予算の款項の区分及び当該区分ごとの金額は、「第１表 歳入歳出予算」による。 

（債務負担行為） 

第２条 地方自治法第２１４条の規定により債務を負担する行為をすることができる事項、期間及び限度額は、

「第２表 債務負担行為」による。 

（地方債） 

第３条 地方自治法第２３０条第１項の規定により起こすことができる地方債の起債の目的、限度額、起債の

方法、利率及び償還の方法は、「第３表 地方債」による。 

（一時借入金） 

第４条 地方自治法第２３５条の３第２項の規定による一時借入金の借入れの最高額は、３００,０００千円

と定める。 

（歳出予算の流用） 

第５条 地方自治法第２２０条第２項ただし書の規定により歳出予算の各項の経費の金額を流用することが

できる場合は、各項に計上した給料、職員手当及び共済費（賃金に係る共済費を除く。）に係る予算額に過

不足を生じた場合における同一款内でのこれらの経費の各項の間の流用と定める。 

 

平成２９年 ３月２７日 提 出 

甲賀広域行政組合管理者   岩 永 裕 貴 

 

平成２９年 ３月２７日 原案可決 

甲賀広域行政組合議会議長  白 坂 萬 里 子 



第１表　歳入歳出予算

　歳　入

1. 分 担 金 及 び 負 担 金 2,932,054 千円

1. 負 担 金 2,932,054

2. 使 用 料 及 び 手 数 料 428,056

1. 使 用 料 1,360

2. 手 数 料 426,696

3. 国 庫 支 出 金 2,576

1. 国 庫 補 助 金 2,576

4. 繰 越 金 9,500

1. 繰 越 金 9,500

5. 諸 収 入 18,803

1. 預 金 利 子 30

2. 雑 入 18,773

6. 組 合 債 231,900

1. 組 合 債 231,900

3,622,889

款 項

- 2 -

金　　　　　　額

 歳　　　　　　入　　　　　　合　　　　　　計 



　歳　出

1. 議 会 費 724 千円

1. 議 会 費 724

2. 総 務 費 99,444

1. 総 務 管 理 費 80,279

2. 徴 税 費 18,668

3. 監 査 委 員 費 497

3. 衛 生 費 1,088,852

1. 清 掃 費 1,088,852

4. 消 防 費 1,952,105

1. 消 防 費 1,952,105

5. 公 債 費 478,764

1. 公 債 費 478,764

6. 予 備 費 3,000

1. 予 備 費 3,000

3,622,889

款 項

- 3 -

金　　　　　　額

 歳　　　　　　出　　　　　　合　　　　　　計 



- 4 -

　第 2 表　　　　債　務　負　担　行　為

事　　　　項 期　　　　間 限　　　度　　　額

千円

　

し尿処理施設運転管理業務委託 平成29年度から平成32年度まで 97,434

- 4 -



- 5 -

起債の目的 限度額 起債の方法 利　　　　　　率 償　還　の　方　法

千円

　 普通貸借 ４．０％以内 　政府資金については、その融資条件により、銀行その

　消防施設整備事業 231,900 （証書借入） （ただし、利率見直し方式で 他の場合には、その債権者と協定するものによる。ただ

借り入れる資金について、利 し、組合財政の都合により据置期間及び償還期限を短

率の見直しを行った後におい 縮し又は繰上償還若しくは低利に借換えすることができ

ては、当該見直し後の利率） る。

　第 3 表　　　　地　　方　　債

- 5 -



（歳　　入） （単位：千円）

1. 分 担 金 及 び 負 担 金 2,932,054 2,986,026 △53,972

2. 使 用 料 及 び 手 数 料 428,056 391,441 36,615

3. 国 庫 支 出 金 2,576 0 2,576

4. 繰 越 金 9,500 9,500 0

5. 諸 収 入 18,803 22,023 △3,220

6. 組 合 債 231,900 358,000 △126,100

3,622,889 3,766,990 △144,101歳　　入　　合　　計

- 6 -

款

歳 入 歳 出 予 算 事 項 別 明 細 書

比　　　較本 年 度 予 算 額 前 年 度 予 算 額

１.　総　　括



（歳　　出） （単位：千円）

1. 議 会 費 724 692 32 724

2. 総 務 費 99,444 98,345 1,099 99,444

3. 衛 生 費 1,088,852 1,117,481 △28,629 2,576 419,696 666,580

4. 消 防 費 1,952,105 2,086,803 △134,698 231,900 24,490 1,695,715

5. 公 債 費 478,764 460,669 18,095 478,764

6. 予 備 費 3,000 3,000 0 3,000

3,622,889 3,766,990 △144,101 2,576 231,900 444,186 2,944,227

- 7 -

款 比　　　　較本年度予算額 前年度予算額

歳　　出　　合　　計

本 年 度 予 算 額 の 財 源 内 訳

特　　定　　財　　源

国県支出金 地方債 その他
一般財源



2.  歳　入
(款) 1.　分担金及び負担金 (項) 1.　負担金 （単位：千円）

 1. 議会関係負担 724 692 32  1. 議会関係負 724 平等割100％

金 担金

 2. 総務関係負担 80,190 78,948 1,242  1. 総務関係負 80,190 平等割20％　人口割80％

金 担金

 3. 滞納整理関係 18,668 18,767 △99  1. 滞納整理関 18,668 平等割20％　徴収額割20％　引継額割60％

負担金 係負担金

 4. 清掃関係負担 712,991 756,416 △43,425  1. 清掃関係負 712,991 利用割100％

金 担金

 5. 清掃関係建設 244,049 245,300 △1,251  1. し尿処理施 78,854 平等割20％　人口割20％　利用割60％

負担金 設水処理設

備整備事業

負担金

 2. 清掃関係建 165,195 平等割20％　人口割80％

設負担金

 6. 消防関係負担 1,866,973 1,872,376 △5,403  1. 消防関係負 1,866,973 消防関係基準財政需要額割100％

金 担金 　甲賀市64.91％　湖南市35.09％

 7. 消防関係建設 8,459 13,527 △5,068  1. 消防関係建 8,459

負担金 設負担金

2,932,054 2,986,026 △53,972

(款) 2.　使用料及び手数料 (項) 1.　使用料

 1. 行政財産使用 1,360 203 1,157  1. 行政財産使 1,360 衛生 379

料 用料 消防 981

1,360 203 1,157

(款) 2.　使用料及び手数料 (項) 2.　手数料

 1. 清掃手数料 419,696 385,238 34,458  1. 清掃手数料 419,696 し尿処理手数料 99,168

浄化槽汚泥処分手数料 10,692

ごみ処分手数料（現年度分） 309,732

計

計

説　　                  明

- 8 -

前　年　度 比　較
節

金　　額区　　分
目 本　年　度



ごみ処分手数料（過年度分） 104

 2. 消防手数料 7,000 6,000 1,000  1. 消防手数料 7,000 申請・証明手数料

426,696 391,238 35,458

(款) 3.　国庫支出金 (項) 1.　国庫補助金

 1. 衛生費国庫補 2,576 0 2,576  1. 衛生費補助 2,576 循環型社会形成推進交付金

助金 金 　長寿命化計画

2,576 0 2,576

(款) 4.　繰越金 (項) 1.　繰越金

 1. 繰越金 9,500 9,500 0  1. 繰越金 9,500

9,500 9,500 0

(款) 5.　諸収入 (項) 1.　預金利子

 1. 預金利子 30 30 0  1. 預金利子 30

30 30 0

(款) 5.　諸収入 (項) 2.　雑入

 1. 雑入 18,773 21,993 △3,220  1. 雑入 18,773 雇用保険掛金 29

広告料 150

団体保険事務手数料 756

し尿くみとり券取扱業務負担金 148

県防災ヘリコプター運航調整交付金 1,000

県防災航空隊派遣職員助成金 5,700

防火管理講習受講料 790

高速道路支弁金 10,000

その他雑入 200

18,773 21,993 △3,220計

計

- 9 -

計

計

計



(款) 6.　組合債 (項) 1.　組合債 （単位：千円）

 1. 消防債 231,900 346,600 △114,700  1. 消防債 231,900 高機能消防指令システム整備 159,600

化学消防車 47,100

高規格救急自動車 25,200

× 衛生債 0 11,400 △11,400    廃除科目

231,900 358,000 △126,100

節

金　　額区　　分

計

目 本　年　度 説　　                  明

- 10 -

前　年　度 比　較



3.  歳　出
(款) 1.　議会費 (項) 1.　議会費 （単位：千円）

 1. 議会費 724 692 32 724  1. 報酬 470 議長・副議長・議員

 9. 旅費 20 費用弁償

10. 交際費 10 交際費

11. 需用費 151 消耗品費

12. 役務費 73 通信運搬費 14

会議録作成 59

724 692 32 724

(款) 2.　総務費 (項) 1.　総務管理費

 1. 一般管理費 80,279 78,902 1,377 80,279  1. 報酬 330 管理者・副管理者 240

行政不服・情報公開・個人情報

保護審査会委員 90

 2. 給料 28,763 職員7人

 3. 職員手当等 17,511 扶養手当 804

地域手当 740

住居手当 324

通勤手当 526

時間外勤務手当 964

管理職手当 1,883

期末手当 6,609

勤勉手当 5,216

本 年 度 の 財 源 内 訳    節

説　　   明特　定　財　源
一般財源

計

区　　分 金   額
国県支出金 地方債 その他

- 11 -

目 本 年 度 前 年 度 比較



（単位：千円）

児童手当 445

 4. 共済費 13,716 県共済組合負担金 9,347

県職員互助会負担金 93

県退職手当組合負担金 4,226

公務災害補償基金掛金 50

 9. 旅費 106 費用弁償 11

普通旅費 95

10. 交際費 40 交際費

11. 需用費 1,045 消耗品費 664

食糧費 10

燃料費 238

印刷製本費 83

修繕料 50

12. 役務費 1,333 通信運搬費 1,012

ごみ処分手数料 20

申請手数料等 4

指定金融機関事務手数料 208

保険料 89

13. 委託料 7,563 職員健康診断委託 94

職員健康管理委託 162

ネットワーク等管理委託 849

職員研修委託 200

人事給与システム保守委託 799

比較目
金   額

本 年 度 の 財 源 内 訳    

一般財源
特　定　財　源 説　　   明

節

区　　分
国県支出金

- 12 -

地方債 その他

本 年 度 前 年 度



財務会計システム保守委託 778

職員採用試験委託 98

公文書管理委託 746

顧問弁護士委託 648

情報セキュリティ支援委託 985

例規データ更新委託 1,394

地方公会計支援委託 565

人事評価支援委託 245

14. 使用料及び 9,669 複写機使用料 432

賃借料 通行料・駐車料 20

例規執務システム使用料 571

ホームページ使用料 800

グループウェア使用料 870

データセンター使用料 778

複写機賃借料 313

サーバー・ネットワーク

機器賃借料 1,212

パソコン賃借料 375

自動車賃借料 852

人事給与システム賃借料 1,456

財務会計システム賃借料 1,529

ホームページ構築賃借料 461

19. 負担金補助 203 研修・講習会負担金 202

及び交付金 おうみ自治体ネット負担金 1

80,279 78,902 1,377 80,279

- 13 -

計



(款) 2.　総務費 (項) 2.　徴税費 （単位：千円）

 1. 滞納整理費 18,668 18,767 △99 18,668  1. 報酬 1,560 非常勤職員1人

 2. 給料 7,833 職員2人

 3. 職員手当等 3,850 地域手当 196

住居手当 312

通勤手当 136

時間外勤務手当 198

期末手当 1,819

勤勉手当 1,189

 4. 共済費 3,472 県共済組合負担金 2,299

県職員互助会負担金 24

県退職手当組合負担金 1,135

公務災害補償基金掛金 14

 9. 旅費 57 費用弁償

11. 需用費 154 消耗品費 74

印刷製本費 80

12. 役務費 273 通信運搬費 224

申請手数料等 4

指定金融機関事務手数料 45

13. 委託料 823 職員健康診断委託 11

滞納管理システム保守委託 812

14. 使用料及び 646 滞納管理システム賃借料

賃借料

18,668 18,767 △99 18,668

比較目
金   額

本 年 度 の 財 源 内 訳    

一般財源

計

特　定　財　源 説　　   明

節

区　　分
国県支出金

- 14 -

地方債 その他

本 年 度 前 年 度



(款) 2.　総務費 (項) 3.　監査委員費

 1. 監査委員費 497 676 △179 497  1. 報酬 150 識見・議会選出監査委員

 9. 旅費 268 費用弁償 180

普通旅費 88

11. 需用費 9 消耗品費

14. 使用料及び 17 通行料・駐車料

賃借料

19. 負担金補助 53 都市監査委員会会費

及び交付金

497 676 △179 497

(款) 3.　衛生費 (項) 1.　清掃費

 1. 清掃総務費 416,783 417,288 △505 2,576 99,168 315,039  1. 報酬 4,800 非常勤職員2人

 2. 給料 119,669 職員31人

 3. 職員手当等 77,067 扶養手当 4,392

地域手当 3,102

住居手当 648

通勤手当 1,942

特殊勤務手当 3,018

時間外勤務手当 1,391

夜間勤務手当 3,392

休日勤務手当 6,290

管理職手当 3,004

期末手当 27,602

勤勉手当 19,811

児童手当 2,475

- 15 -

計



（単位：千円）

 4. 共済費 57,528 県共済組合負担金 38,208

県職員互助会負担金 388

県退職手当組合負担金 17,015

公務災害補償基金掛金 704

社会保険料 1,213

 8. 報償費 180 環境委員謝礼

 9. 旅費 218 費用弁償 136

普通旅費 82

11. 需用費 1,261 消耗品費 841

食糧費 28

修繕料 392

12. 役務費 1,362 通信運搬費 468

ごみ処分手数料 104

車検代行料 65

申請手数料等 10

法定点検手数料 9

保険料 706

13. 委託料 150,620 職員健康診断委託 460

庁舎清掃業務委託 705

警備保障業務委託 1,089

消防設備点検業務委託 338

電気設備保守点検業務委託 1,713

エレベーター保守委託 545

本 年 度 前 年 度 比較目
金   額

本 年 度 の 財 源 内 訳    

一般財源
特　定　財　源 説　　   明

節

区　　分
国県支出金

- 16 -

地方債 その他



自動扉保守点検業務委託 175

分析業務委託 8,063

設計監理業務委託 2,980

精密機能検査業務委託 2,380

長寿命化計画策定業務委託 7,728

し尿くみとり券取扱業務委託

　 148

し尿収集量確認事務委託 5,148

し尿収集運搬業務委託 119,148

　[財源内訳]

　　特定財源(手数料) 99,168

　　一般財源(負担金) 19,980

14. 使用料及び 2,240 複写機使用料 358

賃借料 通行料・駐車料 15

テレビ受信料 48

放流配管敷設料 100

複写機賃借料 312

パソコン賃借料 927

自動車賃借料 164

ＡＥＤ賃借料 163

衛生器具賃借料 153

19. 負担金補助 398 研修・講習会負担金 366

及び交付金 県廃棄物適正管理協議会負担金

　 10

労働基準協会負担金 10

- 17 -



（単位：千円）

防火保安協会負担金 6

電波利用料 6

27. 公課費 1,440 自動車重量税 127

大気汚染賦課金 1,313

 2. し尿処理費 123,095 137,038 △13,943 10,692 112,403 11. 需用費 65,056 消耗品費 6,078

燃料費 562

印刷製本費 777

修繕料 12,042

光熱水費 23,620

薬剤費 21,977

12. 役務費 22 酸素・空気ボンベ充填手数料

13. 委託料 31,054 し尿処理施設運転管理業務委託

　 27,540

消防設備点検業務委託 319

し尿収集車流量計点検業務委託

　 886

温水ヒーター点検業務委託 532

重油タンク点検業務委託 103

メタノールタンク点検業務委託

　 103

施設内ポンプ点検業務委託 92

貯留槽清掃業務委託 1,461

上水ﾀﾝｸ清掃分析業務委託 18

前 年 度 比較目
金   額

本 年 度 の 財 源 内 訳    

一般財源
特　定　財　源 説　　   明

節

区　　分
国県支出金

- 18 -

地方債 その他

本 年 度



14. 使用料及び 7,583 し尿収集車流量計賃借料

賃借料

15. 工事請負費 14,521 前処理設備整備工事 4,500

汚泥処理設備整備工事 7,321

資源化設備整備工事 2,700

18. 備品購入費 4,859 2トンダンプ車

 3. ごみ処理費 548,974 563,155 △14,181 309,836 239,138 11. 需用費 212,908 消耗品費 43,161

燃料費 3,898

印刷製本費 188

修繕料 24,034

光熱水費 101,622

薬剤費 40,005

12. 役務費 38,465 焼却灰処分手数料 37,994

焼却残渣鉄分処分手数料 343

酸素・空気ﾎﾞﾝﾍﾞ充填手数料 111

クレーン法定点検手数料 17

13. 委託料 52,186 草刈業務委託 2,600

焼却灰運搬業務委託 37,902

可燃ごみ受入業務委託　 9,267

釣銭機保守委託 130

上水ﾀﾝｸ清掃分析業務委託 34

プラント用水受水槽及び噴射水槽

清掃業務委託 162

重油タンク点検業務委託 100

クレーン点検業務委託 900

- 19 -



（単位：千円）

ﾃﾞｰﾀﾛｶﾞ保守点検業務委託 596

監視ｶﾒﾗ設備点検業務委託 495

14. 使用料及び 24,838 車両借上料 61

賃借料 焼却残渣積込機賃借料 1,449

ろ過式集じん器ろ布賃借料 23,328

15. 工事請負費 219,492 焼却施設定期点検整備工事 193,860

空調設備改修工事 3,912

受変電設備改修工事 1,980

屋根改修工事 19,740

18. 備品購入費 191 ごみ処理施設用備品

19. 負担金補助 894 大阪湾圏域広域処理場整備

及び交付金 事業負担金

1,088,852 1,117,481 △28,629 2,576 419,696 666,580

(款) 4.　消防費 (項) 1.　消防費

 1. 常備消防費 1,594,846 1,573,543 21,303 24,490 1,570,356  2. 給料 658,480 職員193人

 3. 職員手当等 507,193 扶養手当 35,488

地域手当 17,340

住居手当 8,448

通勤手当 16,449

特殊勤務手当 6,619

時間外勤務手当 57,235

管理職員特別勤務手当 675

計

前 年 度 比較目
金   額

本 年 度 の 財 源 内 訳    

一般財源
特　定　財　源 説　　   明

節

区　　分
国県支出金

- 20 -

地方債 その他

本 年 度



夜間勤務手当 13,196

休日勤務手当 40,422

管理職手当 19,633

期末手当 152,818

勤勉手当 111,570

児童手当 27,300

 4. 共済費 325,512 県共済組合負担金 224,406

県職員互助会負担金 2,328

県退職手当組合負担金 95,888

公務災害補償基金掛金 2,624

社会保険料 266

 7. 賃金 1,598 臨時的任用職員1人

 8. 報償費 68 研修会・講習会等講師謝礼 58

表彰等 10

 9. 旅費 6,206 普通旅費

11. 需用費 41,535 消耗品費 4,876

食糧費 255

燃料費 4,233

印刷製本費 1,115

修繕料 4,542

貸与品費 3,871

光熱水費 22,643

12. 役務費 13,678 消防通信運搬費 12,447

ごみ処分手数料 58

申請手数料等 266

- 21 -



（単位：千円）

法定点検手数料 120

自家発電機設備オイル交換手数料等

　 279

保険料 498

筆耕料 10

13. 委託料 13,744 職員健康診断委託 3,714

職員健康管理業務委託 162

庁舎清掃業務委託 324

庁舎総合管理業務委託 3,878

浄化槽点検清掃業務委託 227

可燃性ごみ収集運搬委託 2,260

事務機器等保守委託 523

消防職員昇任試験業務委託 395

消防音楽隊関係委託 540

救急救命士関係委託 540

人事評価支援業務委託 1,181

14. 使用料及び 17,239 複写機使用料 1,285

賃借料 寝具使用料 5,294

通行料・駐車料 142

施設等借上料 15

テレビ受信料 496

車両借上料 105

ヘリポート土地使用料 15

本 年 度 前 年 度 比較目
金   額

本 年 度 の 財 源 内 訳    

一般財源
特　定　財　源 説　　   明

節

区　　分
国県支出金

- 22 -

地方債 その他



複写機賃借料 725

パソコン賃借料 2,333

印刷機賃借料 249

防火衣賃借料 5,127

ＡＥＤ賃借料 575

ベッド・防火衣ロッカー等賃借料

　 350

消防音楽隊制服賃借料 528

18. 備品購入費 1,553 事務用備品 319

庁舎用備品 955

予防用備品 279

19. 負担金補助 6,694 研修・講習会負担金 490

及び交付金 労働基準協会負担金 20

消防長会負担金 547

消防協会負担金 105

消防学校負担金 4,922

名神高速道路協議会負担金 7

近畿救急隊員部会負担金 13

甲賀地域救急業務高度化

運営協議会補助金 240

甲賀広域幼少年女性防火

委員会補助金 200

大型運転免許等取得補助金 150

27. 公課費 1,346 自動車重量税

　

- 23 -



（単位：千円）

 2. 消防施設費 357,259 513,260 △156,001 231,900 125,359 11. 需用費 23,340 消耗品費 7,404

燃料費 7,901

修繕料 8,035

12. 役務費 7,256 車検代行・登録廃車手数料 317

機器検査手数料等 3,847

酸素ボンベ・空気ボンベ検査、

充填手数料 1,289

消防機器等廃棄処分手数料 155

車載消火器詰替手数料 24

デジタル無線機載替手数料 76

保険料 1,548

13. 委託料 16,568 消防緊急通信指令施設保守

管理業務委託 14,027

高機能消防指令システム施工監理

　 2,541

14. 使用料及び 7,697 大納言山基地局土地使用料 115

賃借料 自動車賃借料 6,154

通信指令装置賃借料 1,190

空気充填機賃借料 238

15. 工事請負費 216,136 高機能消防指令システム整備工事

　 215,136

消防本部防水工事 1,000

　

前 年 度 比較目
金   額

本 年 度 の 財 源 内 訳    

一般財源
特　定　財　源 説　　   明

節

区　　分
国県支出金

- 24 -

地方債 その他

本 年 度



16. 原材料費 212 化学薬剤 200

訓練用資材等 12

18. 備品購入費 86,050 化学消防車 54,000

高規格救急自動車 28,000

警防用備品 3,085

救急用備品 160

救助用備品 647

通信用備品 158

1,952,105 2,086,803 △134,698 231,900 24,490 1,695,715

(款) 5.　公債費 (項) 1.　公債費

 1. 元金 454,576 433,767 20,809 454,576 23. 償還金利子 454,576 衛生 280,425

及び割引料 消防 174,151

 2. 利子 24,188 26,902 △2,714 24,188 23. 償還金利子 24,188 衛生 13,091

及び割引料 消防 10,897

一時借入金 200

478,764 460,669 18,095 478,764

(款) 6.　予備費 (項) 1.　予備費

 1. 予備費 3,000 3,000 0 3,000

3,000 3,000 0 3,000

- 25 -

計

計

計
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給　　　与　　　費　　　明　　　細　　　書
　１　特別職

職員数 年間支給率（月分） 地　　域 寒 冷 地 その他の 共　済　費 合　　　計 備　考
報　　酬 給　　料 期　末　手　当 手　　当 手　　当 手　　当 計

人 千円 千円 千円 千円 千円 千円 千円 千円 千円
長　　等 2 240 240 240

　 議　　員 10 470 470 470
本年度 その他の

特別職 18 1,800 1,800 1,800

計 30 2,510 2,510 2,510

長　　等 2 240 240 240

議　　員 10 470 470 470
前年度 その他の

特別職 18 1,800 1,800 1,800

計 30 2,510 2,510 2,510

長　　等

議　　員
比　較 その他の

特別職

計

給　　　　　　　　与　　　　　　　　費
区　　　分



２　一般職
　（１）総　括

給　　　　　与　　　　　費
区　分 職 員 数 報　　酬 給　　料 職員手当 計 共 済 費 合　　計 備　　考

人 千円 千円 千円 千円 千円 千円
本年度 234 4,800 814,745 575,401 1,394,946 399,962 1,794,908

( 1 )

前年度 235 4,800 804,102 559,086 1,367,988 399,131 1,767,119
( 0 )

比　較 △ 1 0 10,643 16,315 26,958 831 27,789
( 1 )

注　職員数 (　　) 内は、短時間勤務職員数を外書き

管 理 職 　 時 間 外 管 理 職 特殊勤務 休日勤務 夜間勤務
区　　分 期末手当 勤勉手当 扶養手当 地域手当 通勤手当 住居手当 特別勤務

手　　当 勤務手当 手　　当 手　　当 手　　当 手　　当
職員手当 千円 千円 千円 千円 千円 千円 千円 千円 千円 千円 千円 千円

188,848 137,786 40,684 21,378 19,053 24,520 9,732 59,788 675 9,637 46,712 16,588
の 内 訳

193,952 114,026 38,980 21,087 19,297 23,944 11,169 57,556 480 9,910 52,418 16,267

△ 5,104 23,760 1,704 291 △ 244 576 △ 1,437 2,232 195 △ 273 △ 5,706 321

本 年 度

前 年 度

比　　較

- 27 -
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　（２）給料及び職員手当の増減額の明細
区　　分 増 減 額 増 減 事 由 別 内 訳 備　　　　　　　考

千円 千円
給与改定に伴う増減分 2,356

給　　料 10,643 昇給に伴う増加分 13,616

そ の 他 の 増 減 分 △ 5,329 職員の異動等によるもの

制度改正に伴う増減分 8,994 勤勉手当 7,596
職員手当 16,315 扶養手当 1,398

そ の 他 の 増 減 分 7,321 職員の異動等によるもの

説　　　　　　　明

　（３）給料及び職員手当の状況
　　　ア　　職員１人当たりの給与

区　　　　　　　　　　分 行　　政　　職
平均給料月額（円） 292,530   

平成29年1月1日現在 平均給与月額（円） 389,104   
平 均 年 齢 （歳） 38.3

平均給料月額（円） 290,112   
平成28年1月1日現在 平均給与月額（円） 380,555   

平 均 年 齢 （歳） 37.9

　　　イ　初任給
国　 の 　制 　度

区      分 行  政  職 （円） 行　政　職 （円）
高　校　卒 146,100 146,100
大　学　卒 167,600 178,200



　　　ウ　級別職員数

行　　　　　政　　　　　職

区　　　　　分 級 職員数（人） 構成比（％）

1　　級 67 29

2　　級 39 17

3　　級 19 8

平成29年1月1日現在 4　　級 62 27

5　　級 26 11

6　　級 16 7

7　　級 4 2

計 233 100

1　　級 67 29

2　　級 40 17

3　　級 19 8

平成28年1月1日現在 4　　級 58 25

5　　級 25 11

6　　級 18 8

7　　級 3 1

計 230 100

　（級別の標準的な職務内容）
区　　分 １　　級 ２　　級 ３　　級 ４　　級 ５　　級 ６　　級 ７　　級

一般行政職 主　　事 主　　任 主　　査 係　　長 課長補佐 課　　長 次　　長
技　　師 専 門 員 施設長補佐 所　　長 事務局長

参　　事
施 設 長

消　防　職 消　防　士 主　　任 主　　査 係　　長 課長補佐 課　　長 消防次長
消防副士長 専 門 員 署長補佐 署　　長 消 防 長

副 署 長
分 署 長

- 29 -
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　　　オ　期末手当・勤勉手当
支 給 率 計 職制上の段階、職務の

6月（月分） 12月（月分） （月分） 等級による加算措置

2.075 2.225 4.300
( 1.050 ) ( 1.200 ) ( 2.250 )

2.025 2.175 4.200
( 1.025 ) ( 1.175 ) ( 2.200 )

2.075 2.225 4.300
( 1.050 ) ( 1.200 ) ( 2.250 )

本 年 度

前 年 度

国の制度

区　　分 備　        　考

有

有

有

支 給 期 別 支 給 率

　　　エ　昇給
代表的な職種

区　　　　　　　　　　分 合　　　計 行　政　職
 職　　　　員　　　　数　　（Ａ）（人） 233 233

本  昇給に係る職員数    　（Ｂ）（人） 209 209
  2号給（人） 0 0

年   3号給（人） 2 2
 号 級 数 別 内 訳   4号給（人） 207 207

度

 比　　　　　　　率（Ｂ）／（Ａ）（％） 89.7 89.7
 職　　　　員　　　　数　　（Ａ）（人） 233 233

前  昇給に係る職員数    　（Ｂ）（人） 211 211
  2号給（人） 0 0

年   3号給（人） 6 6
 号 級 数 別 内 訳   4号給（人） 205 205

度

 比　　　　　　　率（Ｂ）／（Ａ）（％） 90.6 90.6



　　　ク　特殊勤務手当
代 表 的 な 職 種

行　政　職
給 料 総 額 に 対 す る 比 率        （％） 1.2 1.2
支給対象職員の比率  （％）（平成29年1月1日現在） 94.4 94.4

区      　　　　　   分 全  職  種

衛生業務手当、消防出動手当、救急救命士手当、機関員手当、水難救助手当代 表 的 な 特 殊 勤 務 手 当 の 名 称

　　　ケ　その他の手当
区　　　　　　　　分 国　の　制　度　と　の　異　同 差  　異  　の  　内  　容

扶　　養　　手　　当 同
住　　居　　手　　当 同
通　　勤　　手　　当 同

　　　カ　定年退職及び勧奨退職に係る退職手当
区　　分 20年勤続の者 25年勤続の者 35年勤続の者 最 高 限 度 そ　　の　　他　　の

（月分） （月分） （月分） （月分） 加 　算 　措 　置　 等 備　　考
支給率等

25.55625 34.5825 49.59 49.59 滋賀県市町村職員退職手当組合
国の制度 定年前早期退職者特例措置

（支給率等） 25.55625 34.5825 49.59 49.59 （3～45％加算）

　　　キ　地域手当

支 給 対 象 地 域 管内

支  給  率 （％） 2.5

支給対象職員数（人） 233

国の指定基準に基づく
支  給  率 （％）

3 ～ 6
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債務負担行為で翌年度以降にわたるものについての前年度末までの支出額

又は支出額の見込及び当該年度以降の支出予定額等に関する調書

(単位 : 千円）

期　　　間 金　　額 期　　　間 金　　額 国県支出金 地方債 その他

し尿処理施設運転管理業務委託 82,620
平成26年度から
平成28年度まで

55,080 平成29年度 27,540 27,540

高機能消防指令システム整備 588,130 平成28年度 326,515
平成28年度から
平成29年度まで

217,677 159,600 58,077

し尿処理施設運転管理業務委託 97,434
平成29年度から
平成32年度まで

97,434 97,434

事　　　　　　項 限　度　額

左　の　財　源　内　訳

特　定　財　源
一般財源

前年度末までの支出見込額 当該年度以降の支出予定額



(単位 : 千円）

当該年度中起債見込額 当該年度中元金償還見込額

1　普 通 債 2,654,767 2,558,000 231,900 454,576 2,335,324

　(1)　衛　生 1,581,482 1,325,141 0 280,425 1,044,716

　(2)　消　防 1,073,285 1,232,859 231,900 174,151 1,290,608

合　　計 2,654,767 2,558,000 231,900 454,576 2,335,324

地方債の前々年度末における現在高並びに前年度末及び当該年度末における現在高の見込みに関する調書

当該年度末現在高見込額区　　分 前々年度末現在高 前年度末現在高見込額
当該年度中増減見込み
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1 

 

議案第 ６ 号 

 

 

相互救済事業の委託について 

 

 

相互救済事業の委託について、甲賀広域行政組合の所有する施設、財産で必

要なものの火災その他の災害による損害に対する相互救済事業を、公益社団法

人 全国市有物件災害共済会に委託したいので、地方自治法第２６３条の２第１

項の規定により、議会の議決を求める。 

 

 

平成２９年３月２７日 提出 

 

甲賀広域行政組合管理者   岩 永 裕 貴 

 

平成２９年３月２７日 原案可決 

 

      甲賀広域行政組合議会議長  白 坂 萬 里 子 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

提案理由 

これまで、滋賀県町村会が取りまとめを行っていた一般財団法人 全国自治

協会の建物災害共済保険に加入していたが、市町村合併による加入町村の減少

等の理由により、平成 29年度から分担金の大幅な上昇が見込まれることとな

ったため、同様の保険でありながら、分担金がこれまでのものと大差ない公益

社団法人 全国市有物件災害共済会の建物総合損害共済に加入するもの。 


